
輸送の安全のために講じた措置及び講じようとする措置 

 

・事故防止対策会議を年 2 回開催 

・ヒヤリハット情報の収集と活用 

・適性診断の実施（一般診断、初任診断、適齢診断） 

・輸送の安全に関する指導教育 

・必要な設備投資 


